様式第３号の１（第３条、第５条関係）

（　　）年度 コミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（○○型）［運行事業］計画（報告）書

１　運行系統数及び市町村の補助（負担）額
（単位：円）

	補助を受けた事業者
	運行系統数
	市町村補助（負担）額
	備考

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　計
	
	①＋③
	
	


　※補助を受けた事業者：市町村が事業者に運行費を補助している場合はその事業者名を、市町村が運行している場合（市町村運営有償運送）は市町村名を記入する。

２　運行系統の概要及び補助対象経費の算出

（1） 乗合バス事業者運行系統

（単位：円）

	番号
	事業者名
	系統名
	起点・終点

（主な経由地）
	平均

ｷﾛ程
	運行回数
	平均

乗車

密度
	実車走行キロ
	収　支
	市町村負担額

（事業者申請額）

（ヌ）
	補助対象経費の上限
（ニ）＝（イ）×6/10
	補助対象経費
(ハ)、（ヌ）又は(ニ)のいずれか低い額

	
	
	
	
	
	
	
	
	運行費用(イ)
	運行収入（ロ）
	損益（ハ）

＝（ロ）－（イ）
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	①
	
	②


（２）その他

（単位：円）

	番号
	形態
	事業者名
	系統名
	起点・終点

（主な経由地）
	平均

ｷﾛ程
	運行回数
	平均

乗車

密度
	実車走行キロ
	収　支
	市町村負担額

（ル）
	補助対象経費の上限
（市町村主体型の場合のみ記載）

（チ）＝(ホ)×6/10

　　　　又は(7/10)
	補助対象経費

(ト)、（ル）又は（チ）のいずれか低い額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	運行費用(ホ)
	運行収入（へ）
	損益（ト）

＝(へ)－(ホ)
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	③
	
	④


　※形態欄には、市町村運営有償運送、市町村運営有償運送を予定して行う無償の試験運行、乗合タクシー、代替タクシー、又は（１）の区分に依らない乗合バスの別を記載する。（「市町村有償」、「市町村無償」、「乗合タクシー」、「代替タクシー」、「乗合バス」）

※市町村運営有償運送に係る平均乗車密度は、（輸送人キロ／走行キロ）により算出し、輸送人キロは輸送人員×１人平均乗車キロにより算出する。１人平均乗車キロは、実態調査により算出することとするが、実態調査を伴わない場合は推計により算出すること。
※市町村運営有償運送を予定して行う無償の試験運行に係る平均乗車密度及び実車走行キロは記載しない。また、市町村運営有償運送を予定して行う無償の試験運行に係る平均キロ程及び運行回数は、それぞれ系統キロ程及び平均運行回数に読み替えるものとする。
　※（１）、（２）とも収支内訳を明らかにした資料を添付すること。また、（２）の収支については、系統ごとに記入することが困難な場合は、それぞれ合計額の記入のみとすることができる。

　※補助対象経費の上限（チ）は「市町村主体型」の場合のみ記載すること。
３　市町村税額（前年度の調定額（現年分））

（単位：円）
	普　通　税
	（ヲ）＝（リ）×０．５％

（円未満切捨て）

	市町村民税
	固定資産税
	軽自動車税
	鉱産税
	特別土地保有税
	市町村たばこ税
	計（リ）
	

	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円


４　補助対象経費及び県補助額の算出
（単位：円）

	補助対象経費の額⑤

＝（②＋④）－（ヲ）
	県補助額（⑤×１／２）

（上限50,000千円）

	円
	千円


５　収支予算（決算）

（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	区　分
	予算（決算）額
	備　考

	県補助金
	
	

	市町村費
	
	

	計
	
	


（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	区　分
	予算（決算）額
	備　考

	運行費
	
	


６　他の補助金の活用の有無

	活用の有無
	活用する補助金の概要

	有・無
	（補助金名）

（事業内容）

（問い合わせ先）




　※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。

※「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

様式第３号の２（第３条、第５条関係）

（　　）年度　コミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（○○型）［車両購入事業］計画（報告）書

１　車両購入に係る市町村の補助（負担）額　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	補助を受けた事業者
	補助（購入）台数
	市町村補助（負担）額

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


· 補助を受けた事業者：市町村が事業者に車両購入費を補助している場合はその事業者名を、市町村が購入する場合は市町村名を記入する。

２　補助（購入）車両及び当該車両が主に運行する系統の概要

（１）市町村が購入した場合
（単位：円、千円）

	番号
	系統名
	起点・終点

（経由地）
	車両の種別
	乗車定員
	車両の長さ
	購入(予定)日
	台数
	購入価格

（付属品含む一式）
	購入価格のうち

市町村の負担額
	県補助額の算出

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	左の額の１／３
	左の額と上限額のうちいずれか低い額

（上限額）定員11名以上：5,000千円

　　 定員10名以下：1,000千円

	
	
	
	
	人
	ｍ
	
	
	円
	円
	円
	千円

	
	
	
	
	人
	ｍ
	
	
	円
	円
	円
	千円

	合計額
	
	
	円
	①　　　　　　　　円
	円
	②
	千円


（２）市町村が補助した場合　
（単位：円、千円）

	番

号
	補助事業者名
	系統名
	起点・終点

（経由地）
	車両の種別
	乗車定員
	車両の長さ
	購入(予定)日
	台数
	購入価格

（付属品含む一式）
	市町村の負担額
	県補助額の算出

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	左の額の１／３
	左の額と上限額のうちいずれか低い額

（上限額）定員11名以上：5,000千円

　　 定員10名以下：1,000千円

	
	
	
	
	
	人
	ｍ
	
	
	円
	円
	円
	千円

	
	
	
	
	
	人
	ｍ
	
	
	円
	円
	円
	千円

	合計額
	
	
	円
	③　　　　　　　円
	円
	④
	千円


（記載要領）

１．補助申請車両１両ごとに番号をかえて記載すること。

２．「車両の種別」欄は、定員１１名以上の低床バス車両である場合、ノンステップバス、ワンステップバスの区別を記載すること。

３．「乗車定員」の欄は、座席数（運転席を含む）に立席数を加えた数を記載すること。

４．「車両の長さ」の欄は、小数点第１位（第2位以下切捨て）まで記載すること。

３　補助対象経費及び県補助額

	補助対象経費の額（①＋③）
	県補助額（②＋④）

	円
	千円


４　収支予算（決算）

（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）　　　　（２）支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	区分
	予算（決算）額
	備考
	
	区分
	予算（決算）額
	備考

	県補助金
	
	
	
	車両購入又は車両購入補助（①＋③）
	
	

	市町村費
	
	
	
	
	
	

	計（①＋③）
	
	


５　他の補助金の活用の有無　　　　

	活用の有無
	活用する補助金の概要

	有・無
	（補助金名）

（事業内容）

（問い合わせ先）


　※他の補助金の活用の有無について、「有」、「無」のいずれかに○をしてください。「有」の場合は、活用する補助金名やその事業内容、当該補助金に係る問い合わせ先（補助金を所管している部署名や団体名及び連絡先）を記載してください。

様式第３号の３（第４条、第６条関係）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　号　
　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　　　　　　　　　　　   印 
○○年度　コミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（○○型）［運行事業］
交付決定及び額の確定通知書
　○年○月○日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあったコミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（○○型）［運行事業］（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定し、及び交付額を確定したので規則第８条第１項及び第１８条第１項の規定により通知します。
記
１　補助事業
　　本補助金の補助事業の内容は、…………………………とする。
２　交付決定額等
　　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。
（１）算定基準額　　　　　　　金○○○円
（２）交付決定額　　　　　　　金○○○円
　　　なお、本補助金の確定額は、交付決定額のとおりとする。
３　補助規程の遵守
　　本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則、要綱及び要領の規定に従わなければならない。
様式第３号の４（第４条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　　　　　　　   印 
○○年度　コミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（○○型補助金）［車両購入事業］
交付決定通知書
　○年○月○日付けの申請書（以下「申請書」という。）で申請のあったコミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（○○型補助金）［車両購入事業］（以下「本補助金」という。）については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第６条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定したので、規則第８条第１項の規定により通知します。
記
１　補助事業
　　本補助金の補助事業は、………とする。
２　交付決定額等
　　本補助金の算定基準額及び交付決定額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合におけるそれらの額については、別に通知するところによる。
（１）算定基準額　　　　　　　金　○　○　○　円
（２）交付決定額　　　　　　　金　○　○　○　円
３　経費の配分
　　本補助金の補助対象経費の配分及びその配分された経費に対応する交付決定額は、…………とする。ただし、補助事業の内容が変更された場合においては、別に通知するところによる。　
４　交付額の確定
　　本補助金の額の確定は、補助対象経費の実績額について、コミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金交付要綱（令和６年１月18日付第２０２３００２４９９１５号鳥取県輝く鳥取創造本部長通知。以下「要綱」という。）第４条第２項及び第８条第３項の規定を適用して算出した額と、前記２の（２）の交付決定額（変更された場合は、変更後の額とする。）のいずれか低い額により行う。
５　補助規程の遵守

　　補助金の交付を受けた者は、次の条件に従わなければならない。
（１）本補助金の収受及び使用、補助事業の遂行等に当たっては、規則、要綱及び要領の規定に従わなければならない。　
（２）補助事業により取得した車両を処分することにより収入があり、又はあると見込まれるときは、その収入の全部又は一部を県に返納させることがある。
様式第３号の５（第６条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳥取県知事　　　　　　　　   印 
○○年度　コミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（○○型）
［車両購入事業］額の確定通知書
　○年○月○日付けの実績報告書で報告のあったコミュニティ・ドライブ・シェア推進補助金（○○型）［車両購入事業］については、鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号）第１８条第１項の規定に基づき、下記のとおり額を確定したので通知します。

記
　
１　車　両　数　　　○○○台
２　交付決定額　　　○○○円
３　確　定　額　　　○○○円






交通事業者と住民ドライバーとの協働型





（どちらか○）





市町村主体型














